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ける実態の如何にかかわらず、「生存ぎりぎり」であるとか限界的・未開的な状況を示す否定的なニュアンスが込められる傾向にあるが、社会学者のマリア・ミ スや思想家のイヴァン・イリイチは、自分たちの生命維持に関わることに自分たちが決定権や支配権を持ち、そのようなことに関して市場だけに頼らない生活 あり方（サブシステンス）に「豊かさ」や自立・自存の姿をみいだす。言い換えると、彼女（彼） はグローバ


























のことを「サブシステンス・アフルエンス」と呼んだ。それは、人々が所有する土地などの資源から、彼らが日常的に消費する量の食糧（食料）や、伝統的な行為に必要な労働を確保するために使われる余剰を産出することができる状態を意味する。これは土地に対する人口圧が低く、必要かつ十分な労働力が存在し、商業経済と結びつきが限定的であるところで起こりうる。したがって 人口増加や換金作物の流通、大規模森林伐採や牧畜などの新 い生業活動が外部から持ち込まれることによって、サブシステンス・アフルエンスは脅かされることに （参考文献⑤） 。　
経済学者のバートラムとワッタ
ーズは、サブシステンス・アフルエンスの存在を前提にして、太平洋島嶼地域における経済の特徴を「ミラブ」 （ＭＩＲＡＢ）という概念を用いて説明した。とくに彼らがその概念を適用したのは、ポリネシアのクック諸島とトケラウ諸島、サモア、ツバル、ミクロネシアのキリバス 五カ国（地域）である。バートラムらは、これら島社会における経済 、基本的には移民（ＭＩ） 、送金（Ｒ） 、援助
（Ａ） 、官僚機構（Ｂ）の四要素の結びつきによる近代的部門と、それを補完する伝統的なサブシステンス経済と海外 拡がる親族のネットワークなどによって形成されていると述べる。近代部門だけでは生活の再生産が成立しえないことを自明のこ として、それをサブシステンス・アフルエンスや人々の伝統的紐帯が埋め合わせる構造である。これら 地域では、国家の財政基盤が脆弱であるため、外国や国際機関からの援助（レト）は必須である。島民の多くは島における近年 口増加と高まる金銭的欲求から海外へ移住し、稼いだお金を本 に残る家族や親族に送金している。　
送金や援助など自国の生産力の





のソロモン諸島では、 「土地がる限り、現金収入がなく も食べるに困らない」という内容の話を通して、自分たちの「豊かさ」を強調する島民に出会うことがあ 。サブシステス・アフルエンスの語 である。ソロモンでは、土地 八〇％以上が親族集団の所有る入会地であり、伝統的シテムにしたがって次世代に相続され 。いかなる土地にも権利をもたない個人は、極めて稀である。人々はその土地を利用して畑を耕し、根茎類や緑黄色野菜などを栽培 、日常食 確保 い か





誕生祝い、マタイと呼ばれる伝統的首長の就任式、キリスト教会の落成式など、当該親族集団にとって対外 、対内的双方において重要な意味をもつ機会である。伝統的にそれは他の親族集団との間に競合性をもち、親族集団 名誉をかけて行われる。近年 自 の名誉を維持するための交換財として、 「現金」の占め 相対的地位が極めて高くなっている。送金を通じて儀礼に多額の貢献 し、集団の名誉を守ることに協力し 出稼ぎ移民のなかには、外地に居ながらにしてマタイの称号を与えられた者もいる。食糧（食料） 十











の北東約一〇〇キロメートルに位置するマライタ州では、二〇〇四年に州政府が定置型有機農業の普及を政策として打ち出した。マライタ島を主島とするマライタ州約一三万人の人口を擁し、全国人口の約二六％ 占める。ソロモン諸島に九つある州 なかで圧倒的に人口が多い。州民の多くは焼畑耕作を生業の柱とす が、近年人口増加にともな 人あたりの農地が減少し、焼畑に不可欠な休耕期間を十分 取ることができない。そのため土壌の劣化を招き、農作物の生育に不調をきたすようになった　
人々の一般的な現金収入源は、
自前の畑で収穫した作物やココナ
ツを州都や居住地近くの青空市場で販売することである。世帯によっては、財として高い価値をもつブタを売却することもあるが、それは日常的な市場向け商品になりにくい。また、一九八〇年代から九〇年代にかけ マライタ州を含むソロモン諸島各地で外国資本による大規模な森林伐採が行われ、それも一部の人々の収入源と った。しかし、それは数年で終了してしまう短期的な事業であり、たとえ一時的に大きな収入を得たとしても、環境破壊や、利益分配や土地紛争などの軋轢を島民間に生み出すこと あっ　
マライタ州に限らずソロモン諸











を太平洋島嶼地域に一般的な特徴とすることには、一部の国や地域にやや該当しない状況がみられることは事実である。しかし、ほとんどの太平洋島嶼国が 民の日々の生活においてサブシステンスに大幅に依存し、そして海外からの開発援助、移民からの送金などのレント収入（のすべて、もしくは一部）をそれと組み合わせながら国内経済を維持し、それ よっかろうじて「国家」 して現代世界に存立していることもまた、事実である。アフルエ ス（ 「豊富さ」 ）の程度や、自然条件や社会のあり方に関する差異を太平洋島嶼地域を構成する国家間の変数として捉え、ここ はそれをこの地
域に概ね共通することとして指摘しておきたい。　
人々は決して近代的市場経済か
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③



















Special Issue, 1982, pp.1-12.
